
1.　資産の評価基準及び評価方法、固定資産の減価償却費方法等財務諸表の作成に間する重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産　：　建物は定額法、それ以外の有形固定資産は定率法によっております。

　無形固定資産　：　財団利用のソフトウエアは利用可能期間に基づく定額法によっております。

（２）消費税等の会計処理について

　　　消費税等の会計処理は、税込み処理によっている。

2.　基本財産の増減額及びその残高

3.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

４.　固定資産について減価償却累計額を直接控除した残額のみを記載した場合には、当該資産の取得価額、

 　減価償却累計額及び当期末残高

５.　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

６．　重要な後発事象

ありません。
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